
1 

第10回　名古屋大学　大学施設マネジメント研究会 
国立大学における 

施設維持管理の状況と対応	

平成２３年１０月３１日	

文部科学省大臣官房文教施設企画部参事官付	

国立大学法人等の維持管理にかか
る経費は、運営費交付金に含まれ
て措置されているが、昨今の財政
状況から年々減少している。	

国立大学法人等の保有する施
設のうち、約半数が経年３０年
以上の施設である。	

１．国立大学法人等施設をとりまく状況	

施設の老朽化� 予算の縮減�

国立大学の施設は厳しい状況におかれている	

今まで以上に効率的な維持管理が必要	
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（平成22年度国立大学法人等施設実態報告書より）	
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法人化当初 
３６．４％	

平成22年時点 
４７．９％	

国立大学法人等施設の老朽化の進行状況�

※１．平成19年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」においては、一部組替掲記を行っている。
　２．平成21年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」「特殊要因経費」においては、一部組替掲記を行っている。
　３．平成23年度運営費交付金予算額における「一般運営費交付金」及び「特別運営費交付金」においては、一部組替掲記を行っている。
　４．平成24年度運営費交付金概算要求においては、上記要求・要望額の外、復旧・復興対策として６３億円を計上している。
　５．項目毎に四捨五入を行っているため、対前年度増▲減額において一致していないものがある。

〔平成20年度運営費交付金予算額  １兆１,８１３億円【対前年度▲２３０億円減（▲１.９％減）】〕

〔平成16年度運営費交付金予算額  １兆２,４１５億円〕

〔平成17年度運営費交付金予算額  １兆２,３１７億円【対前年度▲９８億円減（▲０.８％減）】〕

〔平成18年度運営費交付金予算額  １兆２,２１４億円【対前年度▲１０３億円減（▲０.８％減）】〕

〔平成19年度運営費交付金予算額  １兆２,０４３億円【対前年度▲１７１億円減（▲１.４％減）】〕

〔平成22年度運営費交付金予算額  １兆１,５８５億円【対前年度▲１１０億円減（▲０.９％減）】〕

〔平成21年度運営費交付金予算額  １兆１,６９５億円【対前年度▲１１８億円減（▲１.０％減）】〕

〔平成24年度運営費交付金概算要求・要望額  １兆１,７２７億円【対前年度１９９億円増（１．７％増）】〕

〔平成23年度運営費交付金予算額  １兆１,５２８億円【対前年度▲５８億円減（▲０．５％減）】〕

▲１１８億円減

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９,５５８億円

（対前年度▲９１億円減）

特別教育研究経費
７４１億円

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９，７８５億円

特別教育研究経費
７８１億円

（対前年度▲１９億円減）

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９,５１７億円

（対前年度▲４１億円減）

特別教育研究経費
７８６億円

（対前年度４５億円増）

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９，６４９億円

（対前年度▲１３６億円減）

特別教育研究経費
８００億円

（対前年度１４億円増）

特別教育研究経費
７９０億円

（対前年度９億円増）

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９,４２７億円

（対前年度▲９０億円減）

▲９８億円減

▲１０３億円減

▲１７１億円減

▲２３０億円減

特 殊 要 因 経 費
１,３０５億円

特 殊 要 因 経 費
１,３７８億円

（対前年度▲５３億円減）

特 殊 要 因 経 費
１,３８３億円

（対前年度７８億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,４３１億円

（対前年度４８億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,２８８億円

（対前年度▲９０億円減）

特別教育研究経費
８６３億円

（対前年度７３億円増）

教	 	 育	 	 研	 	 究	 	 経	 	 費	 	 相	 	 当	 	 分
９,４５９億円

（対前年度３２億円増）

特 殊 要 因 経 費
１,１６６億円

（対前年度▲１２２億円減）

特別運営費交付⾦金金
８７３億円

（対前年度１０億円増）

一　般　運　営　費　交　付　金
９，３７１億円

（対前年度▲８８億円減）

特殊要因運営費交付⾦金金
１，１５４億円

（対前年度▲１２億円減）

附属病院
診療相当分
５８４億円

附属病院
診療相当分
４９９億円
（対前年度

▲８５億円減）

附属病院
診療相当分
４２５億円
（対前年度

▲７４億円減）

附属病院
診療相当分
３６７億円
（対前年度
▲58億円減）

附属病院
診療相当分
３０８億円
（対前年度
▲59億円減）

附属病院
診療相当分
２０７億円
（対前年度
▲101億円減）

附属病院
運営費交付⾦金金
１８７億円
（対前年度
▲20億円減）

特別運営費交付⾦金金
１，３１０億円

（対前年度３９６億円増）

一　般　運　営　費　交　付　金
９，２８０億円

（対前年度▲７１億円減）

特殊要因運営費交付⾦金金
１，０５８億円

（対前年度▲５４億円減）

▲１１０億円減

特別運営費交付⾦金金
９１４億円

（対前年度４１億円増）

一　般　運　営　費　交　付　金
９，３５１億円

（対前年度▲２０億円減）

特殊要因運営費交付⾦金金
１，１１２億円

（対前年度▲４２億円減）

附属病院
運営費交付⾦金金
１５１億円
（対前年度
▲36億円減）

▲５８億円減

附属病院
運営費交付⾦金金
７９億円
（対前年度
▲72億円減）

１９９億円増

国立大学法人運営費交付金の推移�

２．文部科学省の取組	

○　施設マネジメントに関するベンチマーキング手法の提案�

○　LCC算定システムの開発�

○　施設マネジメント推進支援事業の実施�

　ベンチマーキングとは、他機関と自機関の取組を比較し、自機関にとって最
良の方法を取り入れる業務改善の手法である。 
　ベンチマーキングの導入は、大学等の自助努力を促すことを目的としている。 �

◆　ベンチマーキングとは	

他大学の取組	
維持管理計画	

現状調査	

財源確保	

自分の大学の取組	
維持管理計画	

現状調査	

財源確保	

自分の大学から見て比較対象として最適な大学�

比　較	

最良の方法を取り入れる	

ベンチマーク指標や 
実践事例等より抽出	 国から情報提供	

※「施設マネジメントに関するベンチマーキング手法」（平成22年5月）を配布�

施設マネジメントに関するベンチマーキング手法�
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対象機関から情報を収集し、 
自機関との差異を具体的に 
分析・検証�

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ指標と比較して 
自機関の現況把握、課題の 
発見や改善点を明確にし、 
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ計画を作成�

自機関の問題部分に対して 
高い成果を出している等、 
取組を比較したい機関を 
抽出�

分析・検証の結果から、 
目標策定や行動計画策定�

比較対象とする大学の担
当者へ連絡し、具体的な
取組の実施方法等の情

報提供を依頼	

ベンチマーク指標	自機関の実績	 問題点の把握	

各機関の詳細データ	

各機関の担当者連絡先データ	

集計・解析データ	

１	

２	

３	

４	

自機関の取組を改善
する上で最も適してい
る機関を抽出する	

他機関の取組のうち、
自機関に最も適するも
のを検証し、それらﾍﾞｽ

ﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽを組合わせ
て行動計画を策定	

ベンチマーク指標	

ベンチマーキング手法の流れ�

●将来に必要となる経費の計画	
●取壊しが有効か検証する際のコスト資料　等	

LCC算定のメリット 

施設マネジメントに有効！	

しかし・・・	
膨大なデータ入力が必要	

簡易な算定システムを提供できないか・・・？	

算定したいが、 
作業量的に困難！！	

LCC算定システムの開発�

計算を概算にすることで 
入力項目を極限まで省力化	

LCC計算のうち、修繕費算定に特化　※注１�

簡易に施設状態を示すためにFCIを導入　※注２�

入力事項を極限まで省力化�

注１：結果としてこのシステムで算定される修繕費はLCCではなく、正確には「LCC計算を
活用して算定された要修繕費」である。 
注２：本システムのFCI計算は、近い将来に予想される修繕費を見込んでいないことや、算
定の根拠がかなり簡略化されたものである（通常は精緻な見積や積算による）ことなど、一
般的にいわれるFCIの算定方法とは異なっていることに留意が必要。	

LCC算定システムの特徴�

l  校舎の長寿命化や教室・研究室の効率的な使用等に資する、先導的・具体
的な取組みに関する調査研究を大学等に委託する。	

l  成果を今後の施策に反映させるとともに、報告書としてとりまとめ各大学等
に配布する。	

施設マネジメント推進支援事業�

財政状況が厳しい中でも、各大学の校舎の老朽化による機能低
下や教室・研究室の不足等が、教育研究上の支障にならない工
夫が必要	

現場を知っているのは、大学自身である �

大学のアイデアを活かす	

事業概要	

３．国立大学法人における取組事例	

取組：図面管理システムの構築 

効果：図面検索時間の縮減、図面保管スペースの有効活用	

取組：ＬＣＣを考慮した中長期修繕計画を策定、毎年度見直しを継続 

効果：学内的に制度が定着、計画的な修繕実施	

取組：ＬＣＣの算定に長期修繕計画及び重点投資のための事業評価制度 

効果：財源に見合った経費の効果的な配分	

北海道大学�

横浜国立大学�

鹿児島大学�


